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テス・エンジニアリング株式会社との業務提携に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、当社連結子会社である地盤ネット株式会社（本社：東京都新

宿区、代表取締役社長 石井 大樹）がテスホールディングス株式会社（本社：大阪市淀川区、代表取締

役社長 山本 一樹、東証プライム市場：5074）の連結子会社であるテス・エンジニアリング株式会社

（本社：大阪市淀川区、代表取締社長 髙崎 敏宏）と、業務提携を行うことについて決議いたしました

ので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

 
 

 
 

 

記 

 

 

１．業務提携の背景 

 

当社グループは、以前より系統用蓄電池の建設に関連するインフラ地盤事業に取り組んでまいりまし

たが、このたび、各種環境・省エネ対策システム等の導入において豊富な実績を有するテス・エンジニ

アリング株式会社と業務提携契約を締結することとなりました。 

 

本提携により、両社はそれぞれの強みを結集し、蓄電所建設における EPC（設計・調達・施工）と地

盤関連業務（地盤調査、測量、地盤改良、造成工事・排水工事等、以下同じ）を一体化したパッケージ

プランを提供する体制を構築いたします。これにより、蓄電所のオーナーや事業者は、地盤調査から設

備建設までをワンストップで相談できるようになり、プロジェクト推進の利便性が大幅に高まります。 

 

なお、本提携相手である テス・エンジニアリング株式会社は、東証プライム市場上場のテスホールデ

ィングス株式会社グループの中核企業として EPC事業において豊富な実績を有しており、当社グループ

としても、信頼性の高い取引先と協業できることは大きな意義があるものと判断しております。 

 

当社グループは、今後もテス・エンジニアリング株式会社との協業を通じて、拡大が見込まれる系統

用蓄電池市場において、インフラ基盤から EPCまでを包括的に支援することでインフラ地盤事業の加速

を図るとともに、持続可能なエネルギー社会の実現に貢献してまいります。 

 



 

 

２．業務提携契約の概要（要旨） 

（１）業務提携の目的 

両社の経営資源・ノウハウを相互活用し、事業効率化および利益拡大を図ること。各社の業績につい

てはそれぞれが責任を負い、相手方の損失や事業リスクには責任を負わない。ただし、個別契約に基づ

く責任は本免責の対象外とします。 

 

（２）業務提携の内容 

・系統用蓄電所をはじめとする設備建設に関する地盤関連業務 

・双方のサービス・商材を連携させたパッケージプランの開発・運用 

・その他、付帯する事項 

 

（３）業務提携先の概要 

① 名称 テス・エンジニアリング株式会社 

② 所在地 大阪市淀川区西中島 6丁目 1番 1号 新大阪プライムタワー17階 

③ 代表者の役職・氏名 代表取締役 髙崎 敏宏 

④ 事業内容 

コージェネレーションシステムを始めとした、各種環境・省エネ対

策システム等導入の為の事業所診断、設計、調達、施工、メンテナ

ンス、24 時間監視システム、エネルギーマネジメントシステムに

よる運用管理サポート、エネルギー供給サービス、小売電気事業、

発電事業 

⑤ 資本金 １億円（2024年６月末時点） 

⑥ 設立 1979年 5月 

⑦ 株主 テスホールディングス株式会社 100.00％ 

⑧ 当社との関係 

資 本 関 係 該当事項なし 

人 的 関 係 該当事項なし 

取 引 関 係 当社子会社にて営業上の取引関係があります。 

⑨ 当該会社の最近３年間の経営成績および財政状態 

決算期 2023年月６期 2024年６月期 2025年６月期 

純資産 18,699百万円 14,878百万円 15,887百万円 

総資産 58,851百万円 75,604百万円 96,170百万円 

売上高 24,767百万円 24,452百万円 26,602百万円 

経常利益又は経常損失（△） 2,984百万円 442百万円 1,997百万円 

当期純利益又は当期純損失（△） 2,301百万円 △2,399百万円 1,629百万円 

 

３．日程 

 契約締結日 2025年 10月１日 

 

４. 今後の見通し  

当社グループは、急成長する系統用蓄電池市場における地盤関連業務について、既に当初計画を上回

る受注を獲得しております。本提携により今後も安定的な収益貢献が期待されることから、中期経営計

画における成長戦略の達成に向けて取り組んでまいります。 

今後、業績予想の修正が必要であると見込まれる場合には、速やかに開示いたします。 

 

 

以上 


